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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第２四半期
累計期間

第23期

会計期間
自2023年７月１日
至2023年12月31日

自2022年７月１日
至2023年６月30日

売上高 (千円) 6,223,750 8,265,919

経常利益 (千円) 471,283 137,932

四半期（当期）純利益 (千円) 298,504 168,348

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 10,000 10,000

発行済株式総数 (株) 2,400,000 480,000

純資産額 (千円) 1,262,339 963,835

総資産額 (千円) 3,675,011 3,146,045

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 124.38 70.15

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 34.33 30.61

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 250,180 587,920

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △456,271 △156,427

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 92,849 △235,156

現金及び現金同等物の四半期末（期
末）残高

(千円) 1,664,444 1,777,687

回次
第24期

第２四半期会計期間

会計期間
自2023年10月１日
至2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 29.84

(注)１．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

　 ２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は

非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．2023年11月24日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。これにより発行済株式総数は

1,920,000株増加し、2,400,000株となりました。第23期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当

たり四半期（当期）純利益を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社は、

前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行っ

ておりません。

(1) 経営成績等の状況

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、「経営成績等」という。)の状況の概要は次のとおり

であります。

① 経営成績の状況

当第２四半期累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、観光業界では訪

日旅行等の増加により需要回復が見られ、個人消費の増加、雇用及び所得環境が改善傾向にあり、景気は緩やかな

持ち直しの動きが見られました。しかしながら、国際情勢の不安や資源、エネルギー価格の高騰により、依然とし

て先行きは不透明な状況が続いております。

　このような状況のもと、当社は行動制限の緩和や、2023年11月における訪日外国人宿泊者数が新型コロナウイル

ス感染症流行前の2019年同月の128％（出典:国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査」）まで力強く回復したこと等

により、国内観光業における急激な人材需要の回復に対応するために継続的な広告宣伝投資、生産性向上を目的と

した社内オペレーションの改修及びシステム開発による業務のIT化を進めてまいりました。

　以上の結果として、基幹事業である観光ＨＲ事業を中心に当社の業績は堅調に推移し、当第２四半期累計期間に

おける売上高は6,223,750千円、営業利益は465,089千円、経常利益は471,283千円、四半期純利益は298,504千円と

なりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（観光ＨＲ事業）

　当第２四半期累計期間においては、新型コロナウイルス感染症の収束による行動制限の解除や外国人旅行者の回

復に伴い、当社取引先である宿泊施設等の人材需要が急激に回復いたしました。

　当第２四半期累計期間における取り組みとして、当社ホームページ（リゾートバイトダイブ）に求職者向けの

「勤務先レビュー」を公開いたしました。当該レビューは、勤務を終えた当社派遣スタッフが職場の雰囲気、働き

やすさ、住環境等を評価のうえ当該情報を公開し、求職者と勤務先のマッチング精度向上を図っております。

　以上の結果として、当セグメントの売上高は5,889,877千円となり、セグメント利益（営業利益）は521,214千円

となりました。

（地方創生事業）

　当第２四半期累計期間においては、既存施設や本格的なホテルの新規開業に向け、積極的に投資を行ってまいり

ました。

　また、10月以降も真夏日が続く記録的な猛暑や局地的な豪雨、12月に入ってからは降雪による影響等もありまし

たが、一部施設におけるテントの増設等が功を奏し、売上高については堅調に推移しました。

　以上の結果として、当セグメントの売上高は291,858千円となり、セグメント損失（営業損失）は40,178千円とな

りました。
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（情報システム事業）

　当第２四半期累計期間においては、未経験エンジニアの育成や営業活動の強化を積極的に行ってまいりました。

　現在、未経験エンジニアの育成強化を行うことで収益力向上を図ってまいります。

　以上の結果として、当セグメントの売上高は42,015千円となり、セグメント損失（営業損失）は15,947千円とな

りました。

② 財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ105,681千円増加し、2,847,588千円と

なりました。これは主に、売上高の増加により売掛金が214,434千円の増加したことによるものであります。

　当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ423,283千円増加し、827,422千円とな

りました。これは主に、地方創生事業における宿泊施設の新規開業に向けた設備投資の実施等に伴い有形固定資産

が347,439千円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は3,675,011千円となり、前事業年度末に比べ528,965千円増加しました。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ117,899千円増加し、1,911,989千円と

なりました。これは主に、課税所得の増加に伴い未払法人税等が128,899千円増加したことによるものであります。

　当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ112,561千円増加し、500,681千円とな

りました。これは主に、新規借入の実行により長期借入金が82,182千円増加したことによるものであります。

　この結果、負債合計は2,412,671千円となり、前事業年度末に比べ230,460千円増加しました。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ298,504千円増加し、1,262,339千円とな

りました。これは、四半期純利益の計上により利益剰余金が298,504千円増加したことによるものであります。

③ キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、期初に比べ113,242千円減少

し、1,664,444千円(前期末1,777,687千円)となりました。

また、当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は250,180千円となりました。これは主に、増加要因として税引前四半期純利益が

471,283千円、未払金の増減額が90,152千円あった一方で、減少要因として、売上債権の増減額が214,434千円あっ

たことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は456,271千円となりました。これは主に、地方創生事業における宿泊施設の新規開

業に向けた設備投資の実施等に伴い、有形固定資産の取得による支出が332,587千円あったことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は92,849千円となりました。これは主に、新規借入の実行による収入が200,000千円

あった一方で、約定弁済及び償還により、長期借入金の返済による支出が72,151千円、社債の償還による支出が

35,000千円あったことによるものであります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,600,000

計 9,600,000

(注) 2023年11月16日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年11月24日を効力発生日とする発行可能株式総数の増

加に係る定款変更が行われ、2023年11月24日付で発行可能株式総数は7,680,000株増加し9,600,000株となって

おります。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,400,000 2,400,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。

計 2,400,000 2,400,000 ― ―

(注) １．2023年11月８日開催の取締役会決議により、2023年11月24日付で普通株式１株につき５株の割合で株

　 式分割を行っております。これにより発行済株式総数は1,920,000株増加し、2,400,000株となってお

ります。

２．2023年11月16日開催の臨時株主総会決議により、単元株制度導入に伴う定款変更を行い、単元株式数

を100株とする単元株制度を導入しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年11月24日（注） 1,920,000 2,400,000 ― 10,000 　― ―

(注) 株式分割（１：５)によるものであります。

(5) 【大株主の状況】

2023年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

庄子 潔 東京都武蔵野市 1,450,745 60.45

合同会社なかなか 東京都港区赤坂二丁目10番２号 758,740 31.61

ダイブ従業員持株会 東京都新宿区新宿二丁目８番１号 65,910 2.75

SBI4&5投資事業有限責任組合 東京都港区六本木一丁目６番１号 51,075 2.13

SBI4&5投資事業有限責任組合２号 東京都港区六本木一丁目６番１号 31,530 1.31

合同会社ノットカンパニー 東京都中央区日本橋室町一丁目11番12号 12,000 0.50

西江 肇司 東京都港区 12,000 0.50

㈱ディ・ポップスグループ 東京都渋谷区渋谷二丁目21番１号 12,000 0.50

野方 慎太郎 東京都三鷹市 6,000 0.25

計 ― 2,400,000 100.00
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,399,800
23,998

「１(１)② 発行済株式」の
記載を参照

単元未満株式
普通株式

200
― ―

発行済株式総数 2,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 23,998 ―

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2023年10月１日から2023年12月31日まで)及び第２四半期累計期間(2023

年７月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを

受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2023年６月30日)

当第２四半期会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,777,687 1,664,444

売掛金 928,784 1,143,218

その他 45,608 47,925

貸倒引当金 △10,173 △8,000

流動資産合計 2,741,906 2,847,588

固定資産

有形固定資産

　建物及び構築物（純額） 88,715 156,605

　土地 79,308 79,308

　建設仮勘定 17,368 284,948

　その他（純額） 31,775 43,745

　有形固定資産合計 217,168 564,607

無形固定資産

ソフトウエア 40,069 65,219

ソフトウエア仮勘定 34,368 50,554

その他 420 399

無形固定資産合計 74,857 116,173

投資その他の資産

　差入保証金 20,101 96,694

　繰延税金資産 90,025 46,992

　その他 1,985 2,954

　投資その他の資産合計 112,112 146,641

固定資産合計 404,139 827,422

資産合計 3,146,045 3,675,011
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年６月30日)

当第２四半期会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,388 6,011

１年内償還予定の社債 70,000 35,000

１年内返済予定の長期借入金 159,489 205,156

未払金 689,424 782,229

未払費用 230,804 161,677

未払法人税等 846 129,745

未払消費税等 423,354 316,542

資産除去債務 1,902 2,375

賞与引当金 85,000 103,301

その他 124,879 169,950

流動負債合計 1,794,090 1,911,989

固定負債

長期借入金 368,007 450,189

資産除去債務 20,113 50,492

固定負債合計 388,120 500,681

負債合計 2,182,210 2,412,671

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

利益剰余金 953,160 1,251,665

株主資本合計 963,160 1,261,665

新株予約権 674 674

純資産合計 963,835 1,262,339

負債純資産合計 3,146,045 3,675,011
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自2023年７月１日
至2023年12月31日)

売上高 6,223,750

売上原価 4,714,968

売上総利益 1,508,781

販売費及び一般管理費 ※1 1,043,692

営業利益 465,089

営業外収益

受取利息 7

手数料収入 11,767

その他 29

営業外収益合計 11,805

営業外費用

支払利息 2,903

社債利息 219

上場関連費用 2,000

その他 488

営業外費用合計 5,610

経常利益 471,283

税引前四半期純利益 471,283

法人税、住民税及び事業税 129,746

法人税等調整額 43,032

法人税等合計 172,779

四半期純利益 298,504
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自2023年７月１日
至2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 471,283

減価償却費及びその他の償却費 24,112

貸倒引当金の増減額(△は減少) △2,172

賞与引当金の増減額(△は減少) 18,301

受取利息及び受取配当金 △7

支払利息 3,122

上場関連費用 2,000

売上債権の増減額(△は増加) △214,434

仕入債務の増減額(△は減少) △2,377

未払金の増減額(△は減少) 90,152

未払費用の増減額（△は減少） △71,274

未払消費税等の増減額(△は減少) △106,812

その他 42,127

小計 254,020

利息及び配当金の受取額 7

利息の支払額 △3,000

法人税等の支払額 △847

営業活動によるキャッシュ・フロー 250,180

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △332,587

無形固定資産の取得による支出 △46,867

差入保証金の差入による支出 △77,495

差入保証金の回収による収入 678

投資活動によるキャッシュ・フロー △456,271

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △72,151

社債の償還による支出 △35,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 92,849

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △113,242

現金及び現金同等物の期首残高 1,777,687

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1　1,664,444
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【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

当第２四半期累計期間
(自2023年７月１日
至2023年12月31日)

給料手当 312,278千円

広告宣伝費 178,546 〃

賞与引当金繰入額 101,190 〃

減価償却費 24,112 〃

貸倒引当金繰入額 2,244 〃

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

　

当第２四半期累計期間
(自2023年７月１日
至2023年12月31日)

現金及び預金 1,664,444千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 1,664,444千円

(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自2023年７月１日 至2023年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自2023年７月１日 至2023年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
四半期損益計算書

計上額(注)観光ＨＲ事業 地方創生事業
情報システム

事業
計

売上高

　顧客との契約から

　生じる収益
5,889,877 291,858 42,015 6,223,750 ― 6,223,750

セグメント間の内部売上高

又は振替高
― ― ― ― ― ―

計 5,889,877 291,858 42,015 6,223,750 ― 6,223,750

セグメント利益又は損失(△) 521,214 △40,178 △15,947 465,089 ― 465,089

(注)セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。

(収益認識関係)

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期累計期間
(自2023年７月１日
至2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益 124円38銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 298,504

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 298,504

普通株式の期中平均株式数(株) 2,400,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

　 ２．2023年11月24日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

２ 【その他】

　該当事項はありません。

　



― 15 ―

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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